
様式第５号（教育実習実施計画に関する書類）

教 育 実 習 実 施 計 画

１ 教育実習の内容及び成績評価等

① 教育実習の時期

＜教育実習＞４年次６月～１０月

② 教育実習の実習期間・総時間数

＜教育実習＞中学校３週間（１２０時間）、高等学校２週間（６０時間）

③ 教育実習校の確保の方法

＜教育実習＞教育実習受入承諾先の教育委員会を中心に実習先を確保している。

④ 教育実習内容

＜教育実習＞

＜中 学 校＞全授業時間 120 時間中、授業参観 30 時間（道徳を含む）、授業担当 90 時間（道徳を含む）、

うち研究授業１時間。および教材研究と学習指導案の作成、ホームルームなど特別活動、部活動への参

加と指導 （全実習時間：120 時間 １単位：30 時間） 
＜高等学校＞全授業時間 60 時間中、授業参観 30 時間、授業担当 30 時間、うち研究授業 1 時間。およ

び教材研究と学習指導案の作成、ホームルームなど特別活動、部活動への参加と指導 

（全実習時間：60 時間 １単位：30 時間） 
⑤ 教育実習生に対する指導の方法

＜教育実習＞

「教育実習Ⅰ・Ⅱ」を履修するにあたり先修条件を設けることで、あらかじめ身に付けておくべき科目

を示している。

事前指導においては、履修者全員に模擬授業の機会を与え、学生一人ひとりの能力や適正を踏まえた指

導を行い、模擬授業の結果次第では個別に補完的な指導も行っている。

実習中は、訪問指導を行い、指導案作成についての相談など具体的なやりとりをメール等でいつでも指

導担当教員が応じられる体制を構築している。

⑥ 教育実習の成績評価（評価の基準及び方法）

＜教育実習＞

実習校による評価を参考に、事前事後指導、模擬授業の成果、活動状況などを含めて総合的に評価する。

事前事後指導等の評価を含め教員養成課程小委員会（教員養成課程担当の専任教員による会議）で審議

し、評価を決定する。

※ 評価項目表、評価シート等がある場合は、本計画書に添付すること。

２ 事前及び事後の指導の内容等

① 時期及び時間数

＜教育実習＞

事前指導 4 月～5 月（12 時間）

事後指導 7 月（4 時間）

1



② 内容（具体的な指導項目）

＜教育実習＞

事前指導 １．教育実習オリエンテーション（教員養成課程専任教員が、教育実習にあたっての諸注意、

学習指導の方法、生徒指導の方法等について講義する。

 ２．模擬授業の実施（実習生をグループにわけ、各グループに教員養成課程専任教員が張り

付き指導を行う。）

 ３．現職教員による指導（卒業生の現職教員から実践的なアドバイスを受ける。）

事後指導 １．実習生全員に体験報告させ、討議する。

 ２．返却されてきた教育実習簿をもとに個別指導を行う。

３ 教育実習に関して連絡調整等を行う委員会・協議会等（以下「委員会等」という。）

① 大学内の各学部・学科等との連絡調整を行う委員会等

・ 委員会等の名称

教員養成カリキュラム委員会

・ 委員会等の構成員（役職・人数など）

１ 副学長または学長補佐(教務担当）（1名） 

２ 各学部から選出された専任教員（４名）

３ 教員養成課程担当の専任教員（４名）

４ 教務部長、教務二課長（事務職員各１名）

・ 委員会等の運営方法

教員養成課程小委員会（教員養成課程担当の専任教員による会議）が、教育実習の懸案・検討事項につ

いて話し合いを行った上で委員会を開催し、各学部から選出された「教科および教科の指導法に関する

科目」の担当教員の意見を踏まえた上で、実習を指導している。

【委員会の組織図】

② 大学外の関係機関（例：都道府県及び市区町村教育委員会など）との連絡調整等を行う委員会等

（※学校体験活動を含む場合は、大学と学校との連携体制についても記載すること。）

・ 委員会等の名称

教員養成カリキュラム委員会

教員養成課程小委員会（教員養成課程担当の専任教員）

教員養成カリキュラム委員会

実習生
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・ 委員会等の構成員（役職・人数など）

１ 副学長または学長補佐(教務担当）（1名） 

２ 各学部から選出された専任教員（４名）

３ 教員養成課程担当の専任教員（４名）

４ 教務部長、教務二課長（事務職員各１名）

・ 委員会等の運営方法

教員養成課程小委員会（教員養成課程担当の専任教員による会議）において、教育委員会等への実習申

込など大学外の関係機関との連携について話し合いを行った上で、委員会を開催し、全学的な意見を踏

まえ実習中の指導方法等を決定する。

【委員会の組織図】

４ 教育実習の受講資格

「教育実習Ⅰ・Ⅱ」の履修は、実習前年度までに以下の条件を充たしていることを原則とする。

（1）教育の基礎的理解に関する科目等「教職概論」、各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）「教

科教育法 4 単位」を修得済みであること 
（2）教科及び教科の指導法に関する科目、教育の基礎的理解に関する科目等において、上記科目を含み、

２０単位以上修得済みであること

（3）所属学科の卒業に必要な単位数が実習前年度までに９２単位を超えていること

５ 実習校
教育

実習

体験

活動
学級数の合計 中学校 2107 学級、高等学校 3066 学級 

○ × 大阪府教育委員会 中学校：1 校 高等学校：133 校 

○ × 大阪市教育委員会 中学校：138 校 高等学校：21.校 

教員養成課程小委員会（教員養成課程担当の専任教員）

教員養成カリキュラム委員会

大学外の関係機関
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令和 3 年 ７ 月 １４ 日 

学校法人 大 阪 経 済 大 学

理事長 藤本 二郎 様 

   大 阪 府 教 育 委 員 会

教育長   橋本 正司  

教 育 実 習 受 入 れ 承 諾 書

学校法人大阪経済大学が設置する教育職員養成課程に係る教育実習の受入れについて、下記

のとおり承諾します。

記

1 教育実習の受入れに係る学科・課程等及び免許状の種類 

経済学部 経済学科 中学校教諭一種免許状 （社会）

高等学校教諭一種免許状 （地理歴史）

高等学校教諭一種免許状 （公民）

高等学校教諭一種免許状 （商業）

経営学部 第一部 経営学科 中学校教諭一種免許状 （社会）

高等学校教諭一種免許状 （公民）

高等学校教諭一種免許状 （商業）

経営学部 第一部 ビジネス法学科 高等学校教諭一種免許状 （公民）

高等学校教諭一種免許状 （商業）

経営学部 第二部 経営学科 高等学校教諭一種免許状 （商業）

情報社会学部 情報社会学科 高等学校教諭一種免許状 （商業）

高等学校教諭一種免許状 （情報）

人間科学部 人間科学科 中学校教諭一種免許状 （社会）

中学校教諭一種免許状 （保健体育）

高等学校教諭一種免許状 （公民）

高等学校教諭一種免許状 （保健体育）

2 教育実習の受入れ時期 

令和 5 年 4 月から 

３．所管学校数

  中 学 校  学校数１校 学級数９

  高等学校  学校数 133 校（うち１校は分校） 学級数 2,716 
（令和 3 年 5 月 1 日現在） 

以上
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令和 3 年 ７ 月 ２７ 日 

学校法人 大 阪 経 済 大 学

理事長 藤本 二郎 様 

   大 阪 市 教 育 委 員 会

教育長 山本  晋次

教 育 実 習 受 入 れ 承 諾 書

学校法人大阪経済大学が設置する教育職員養成課程に係る教育実習の受入れについて、下記

のとおり承諾します。

記

1 教育実習の受入れに係る学科・課程等及び免許状の種類 

経済学部 経済学科 中学校教諭一種免許状 （社会）

高等学校教諭一種免許状 （地理歴史）

高等学校教諭一種免許状 （公民）

高等学校教諭一種免許状 （商業）

経営学部 第一部 経営学科 中学校教諭一種免許状 （社会）

高等学校教諭一種免許状 （公民）

高等学校教諭一種免許状 （商業）

経営学部 第一部 ビジネス法学科 高等学校教諭一種免許状 （公民）

高等学校教諭一種免許状 （商業）

経営学部 第二部 経営学科 高等学校教諭一種免許状 （商業）

情報社会学部 情報社会学科 高等学校教諭一種免許状 （商業）

高等学校教諭一種免許状 （情報）

人間科学部 人間科学科 中学校教諭一種免許状 （社会）

中学校教諭一種免許状 （保健体育）

高等学校教諭一種免許状 （公民）

高等学校教諭一種免許状 （保健体育）

２． 教育実習の受入れ時期

令和 5 年 4 月から 

３．所管学校数

  中 学 校  学校数 131 校  学級数 2098 学級 
  高等学校注  学校数 21 校 学級数 350 学級 

（令和 3 年 5 月 1 日現在） 

注：大阪市立の高等学校は令和 4 年 4 月に大阪府へ移管されるため、上記 2 の 時点における教

育実習受入れに係る教員免許状校種は中学校教諭のみです

以上
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